
　
支
出
総
額
は
、前
年
度
と
比
べ
て
、

６
億
１
９
３
２
万
円
増
の
98
億
６
２

３
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
主
な
要
因
と
し
て
は
、
普
通
建
設

事
業
費
が
、
頃
末
南
地
区
都
市
再
生

整
備
事
業
や
街
路
事
業
負
担
金
の
大

幅
な
増
加
な
ど
で
３
億
８
６
９
６
万

円
増
の
11
億
８
９
７
８
万
円
と
な
っ

た
ほ
か
、扶
助
費
が
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
事
業
費
な
ど
の
増
加
、幼
児
教
育
・

保
育
の
無
償
化
に
伴
う
増
加
で
２
億

８
８
４
４
万
円
増
の
24
億
３
８
２
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
人
件
費
で
は
、
退
職
者
の
増
加
に

伴
う
退
職
金
の
増
、
嘱
託
職
員
か
ら

任
期
付
職
員
へ
の
制
度
移
行
に
よ
り

職
員
給
の
性
質
が
変
更
に
な
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
１
億
１
９
８
４
万

円
増
の
13
億
３
１
９
８
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
決
算
と
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
町
債
な
ど
の
収
入
が
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
に
ど 

の
よ
う
に
生
か
さ
れ
た
か
を
ま
と
め
た
「
ま
ち
の
家
計
簿
」
で
す
。
詳
し
い
内
容
は
、
役
場
ロ
ビ
ー
の
情
報
公
開 

コ
ー
ナ
ー
や
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。　
●
問
い
合
わ
せ　
役
場
財
務
係
☎
２
０
１
局
４
３
２
１
番

ま
ち
の
家
計
簿

町
の
決
算
が
９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
収
入
総
額
は
、前
年
度
と
比
べ
て
、

５
億
４
５
３
１
万
円
増
の
１
０
２
億

１
３
０
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
町
税
で
は
、
個
人
町
民
税
や
固
定

資
産
税
は
増
額
と
な
り
ま
し
た
が
、

法
人
町
民
税
が
大
幅
な
減
額
と
な
り

町
税
全
体
は
、
５
０
６
８
万
円
減
の

25
億
５
８
３
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
交
付
税
は
子
育
て
支
援
事
業

の
見
直
し
で
、
３
６
１
４
万
円
増
の

24
億
４
９
３
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償

化
に
伴
っ
て
、
国
庫
支
出
金
・
県
支

出
金
は
大
幅
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
国
庫
支
出
金
は
投
資
的
事
業

に
対
す
る
補
助
事
業
も
増
額
と
な
っ

た
こ
と
で
、
２
億
４
２
０
３
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
町
債
発
行
の

１
億
７
４
２
１
万
円
増
、
県
支
出
金

の
９
５
１
９
万
円
増
と
あ
わ
せ
決
算

規
模
を
大
き
く
押
し
上
げ
る
要
因
と

な
り
ま
し
た
。

【収入】
●自主財源　家計に例えると、給料や貯

金から使うお金のこと
●依存財源　家計に例えると、借金や親

からの援助などのこと
●使用料及び手数料　施設利用者など

が負担する料金収入
●繰入金　町の貯金である基金から必

要に応じて取り崩すお金
●地方交付税　どの市町村に住んでいて

も一定水準の行政サービスが受けら
れるように国から交付されるお金

●国庫・県支出金　国や県が特定の事業
への使い道を指定して交付するお金

●町債　財源不足などを補うために借り
入れるお金

【支出】
●性質別分類　予算・決算を分析する

ための分類で、人件費などの性質別
に分類したもの

●扶助費　町民の福祉を支えるために
必要な経費

●補助費等
とう

　団体や個人への助成金や、
一部事務組合への負担金など

●普通建設事業費　道路、学校などの
建設事業にかかる経費

●繰出金　一般会計から特別会計など
への支出

●公債費　借り入れたお金（町債）を返済
するための経費

　町の貯金である基金の残高は前年度に比べ、1億
2,971万円減少しています。
　財政調整基金は、財源不足を補うため、3億円を
繰り入れました。
　その他の基金では、公共施設等整備基金、小中
学校給食事業基金、ふるさと応援基金及び森林環
境譲与税基金から1億 4,070万円を繰り入れ、ふる
さと応援基金に 3,561万円、小中学校給食事業基
金に 4,719万円などを積み立てました。

　借金である地方債の残高は、一般会計、特別会計
ともに増加し、3 億1,357万円増の144 億4,481万
円となりました。一般会計では、主に頃末南地区都
市再生整備事業、図書館・歴史資料館空調設備等改
修などの投資的事業の財源としました。

区　分 令和元年度末
債務残高

平成30年度末
債務残高 対前年度増減

臨時財政対策債 45億 2,111万円 45億 9,043万円 ▲ 6,932万円
その他 30億 5,221万円 28億 2,808万円 ２億 2,413万円

一般会計合計 75億 7,332万円 74億 1,851万円 １億 5,481万円
公共下水道事業債 68億 7,149万円 67億 1,273万円 １億 5,876万円

特別会計合計 　同 上 　同 上 　同 上
総合計 144億 4,481万円 141億 3,124万円 3億 1,357万円

貯金　42億6,969万円

普
通
建
設
事
業
費
、

扶
助
費
が
大
幅
増
額

借金 144億4,481万円

収入

町税  25.0%
25億 5,837万円

自 主
 財
 源

使用料及び手数料  4.5％
４億 6,000万円

繰入金  4.3％
４億 4,070万円

諸収入  1.9％
１億 9,298万円

個人町民税 11億　693 万円
法人町民税 1 億 4,972 万円
固定資産税 10億 1,551 万円
軽自動車税 8,171 万円

市町村たばこ税 2 億　450 万円
町税計 25億 5,837 万円

町税内訳

繰越金  2.2％
2億 2,471万円

【自主財源その他内訳】
分担金及び負担金
財産収入、寄附金

その他  1.9％
1億 9,776万円

収入総額
102億1,308万円

依
 存

 財 源

地方交付税  24.0%
24 億 4,933万円

国庫支出金  14.3%
14億 5,838万円

県支出金  8.1%
8 億 2,253万円

町債  7.5%
7億 6,344万円

その他（※） 6.3%
6億 4,488万円

※【依存財源その他内訳】
　地方消費税交付金、地方譲与税、自動車取得税

交付金、自動車税環境性能割交付金、地方特例
交付金、配当割交付金、交通安全対策特別交付
金、株式等譲渡所得割交付金、利子割交付金
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令和元年度 決算 「まちの家計簿」

①経常収支比率（％）
　財政の弾力性を判断する指標
　この数値が低いほど、臨時的

な経費や新たな行政需要に対
応できる財源がある。

②財政力指数
　自前の財源でどれだけ対応で

きるかを表す指数。1 に近いほ
ど財政運営の自主性が高い。

③実質赤字比率（普通会計）（％）
　標準財政規模に対する実質赤

字の割合。
▷標準財政規模　通常収入で使

途が特定されない一般財源の
標準規模を示した額。

▷実質赤字　収入と支出の実質
的な差（繰り越すべき財源を差
し引いたもの）から算出した額。

④連結実質赤字比率（％）
　町の全ての会計の収支の合計

額が標準財政規模に対してど
れくらいの負担割合を占める
のかを表す比率。

⑤実質公債費比率（％）
　借金の返済が標準財政規模に

どの程度の割合を占めている
のかを表す指標。25％を超え
たら黄信号。

⑥将来負担比率（％）
　町が背負っている借金や職員

の退職手当、企業会計への今
後の繰出見込額などの合計か
ら、町の貯金などを差し引い
た額が、標準財政規模にどの
ぐらいの割合を占めるのかを
表す指標。

経
常
収
支
比
率①

財
政
力
指
数②

実
質
赤
字
比
率③

連
結
実
質
赤
字
比
率④

実
質
公
債
費
比
率⑤

将
来
負
担
比
率⑥

水巻町 96.1 0.53 ー ー 4.4 50.8

水巻町の早期健全化基準 14.57 19.57 25.0 350.0

水巻町の財政再生基準 20.0 30.0 35.0

芦屋町 97.1 0.38 ー ー 5.7 ー

岡垣町 91.9 0.56 ー ー 4.3 ー

遠賀町 92.7 0.60 ー ー 7.0 24.0

※２

※１　赤字や将来負担に該当がないときは「－」と表示しています。
※２　この値を超えると、財政破綻寸前と言える基準値
※３　この値を超えると、財政が国の管理下に置かれる基準値

郡内４町の財政状況比較 区　分 令和元年度末
基金残高

平成30年度末
基金残高 対前年度増減

財政調整基金 22 億 4,534 万円 23 億 4,318 万円 ▲ 9,784 万円
減債基金 ４億 6,255 万円 ４億 6,205 万円 50 万円

職員退職手当準備基金 6 億 1,142 万円 6 億 1,085 万円 57 万円
その他 ７億 3,767 万円 ７億 9,061 万円 ▲ 5,294 万円

一般会計合計 40 億 5,698 万円 42 億    669 万円 ▲１億 4,971 万円
国民健康保険財政調整基金 1 億　　87 万円 8,087 万円 2,000 万円
国民健康保険出産資金貸付基金 240 万円 240 万円 0 万円
公共下水道事業基金 1 億　 944 万円 1 億　 944 万円 0 万円

特別会計合計 １億 9,271 万円 １億 9,271 万円 2,000 万円
総合計 42 億 6,969 万円 43 億 9,940 万円 ▲１億 2,971 万円

支出

その他  3.2%
３億1,061万円

【内　訳】
維持補修費
出資金及び貸付金
積立金

扶助費  24.7%
24 億 3,820万円

繰出金 12.0%
11億 8,566万円

物件費  13.3%
13 億1,462万円

普通建設事業費  12.1%
11億 8,978万円 補助費等  14.7%

14 億 4,642万円

人件費  13.5%
13 億 3,198万円

（性質別分類）

支出総額
98億 6,237万円

公債費  6.5%
6 億 4,510万円

国
庫
支
出
金
、

県
支
出
金
が
大
幅
増
額

※１ ※１

※３

用 語 解 説

用 語 解 説

。

※１



教育・子育て支援 頃末児童クラブを新設するなど、児童クラ
ブ事業の拡充を行いました。また、快適・
安全に学習に集中できる小・中学校の環
境整備に取り組みました。図書館の空調
や体育センターのＬＥＤ照明改修を行ったこ
とで、快適で明るい施設になりました。

・放課後児童対策の充実� 1 億 3,318万円
・小中学校施設の整備� 1 億       88万円
・図書館空調設備等改修工事� 9,691万円 新設した頃末児童クラブ

福 祉 障がい者支援、高齢者支援に引き続き取
り組みました。中学３年生までの子どもの
医療費無料化を継続し、子どもを産み育
てやすいまちづくりを推進しています。ま
た、プレミアム付き商品券事業を実施し消
費を下支え・喚起しました。

・障害福祉サービス� ６億    322万円
・子ども医療� １億 1,712万円
・プレミアム付き商品券� 2,050万円

限
ら
れ
た
財
源
で

  

効
率
的
な
行
政
運
営
を

監
査
委
員
の
意
見

　
予
算
の
目
的
に
そ
っ
て
執
行
さ
れ
、
計
数

は
正
確
で
、
年
度
末
の
残
高
証
明
書
も
適
正

に
保
管
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

【
一
般
会
計
】　
従
来
の
方
法
に
こ
だ
わ
る
こ

と
な
く
、
住
民
に
と
っ
て
の
優
先
順
位
を
十

分
考
慮
し
た
う
え
、
か
つ
中
長
期
的
な
視
野

で
事
業
の
選
択
を
行
っ
て
い
た
だ
き
た
い
。

▽
避
難
所
や
備
蓄
倉
庫
の
水
没
対
策
な
ど
、

自
然
災
害
時
に
も
町
の
機
能
が
維
持
で
き

る
環
境
を
整
え
て
い
た
だ
き
た
い
。

▽
町
外
に
向
け
、各
種
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
、

水
巻
町
の
良
さ
や
強
み
を
効
果
的
に
ア
ピ

ー
ル
す
る
こ
と
に
よ
り
、
定
住
促
進
に
つ

な
が
る
よ
う
工
夫
さ
れ
た
い
。

▽
学
力
向
上
の
た
め
、
読
書
離
れ
が
顕
著
に

な
る
中
学
生
に
対
し
て
も
読
書
習
慣
を
定

着
さ
せ
る
取
り
組
み
を
推
進
さ
れ
た
い
。

▽
作
成
し
た
統
一
的
な
基
準
に
よ
る
財
務
4

表
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
中
長
期
に
わ
た
る

財
政
運
営
計
画
に
有
効
活
用
さ
れ
た
い
。

【
特
別
会
計
】　
医
療
費
の
増
加
傾
向
は
続
く

た
め
、
健
康
に
対
す
る
意
識
の
向
上
を
促
し

健
康
寿
命
を
延
ば
す
取
り
組
み
は
必
要
不
可

欠
。
み
ず
ま
ろ
体
操
や
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
な
ど

気
軽
に
で
き
る
健
康
づ
く
り
の
方
法
を
住
民

に
提
案
し
、
具
体
的
な
数
値
目
標
を
掲
げ
る

な
ど
、町
全
体
で
さ
ら
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

【
公
共
下
水
道
事
業
会
計
】　
将
来
の
企
業
債

償
還
金
原
資
を
具
体
的
に
検
討
さ
れ
た
い
。

  

加
藤 

博
道 

監
査
委
員

  

松
野 

俊
子 

監
査
委
員

町の主な事業 　令和元年度・一般会計
　町の財政は一般会計で管理しますが、特定の財源でその事業を行
う場合は特別会計を設けています。また下水道事業のように独立採算
による特定の事業を行う場合は、企業会計方式を取っています。その他の会計

　国民健康保険に加入している人の医療費給付や保健事
業のための会計です。
　主な収入は、国民健康保険加入者が納めた保険税、県
支出金で、ほかに一般会計からの繰入金なども含まれてい
ます。
　主な支出は、保険給付費が 22億7,838万円、県への国
保事業費納付金が7億5,871万円となっています。
●対　象　4,125世帯／6,538人（令和２年３月31日時点）
●１人当たりの年間保険給付費　  347,730円
●１人当たりの保険税負担額　　   72,850円

  支 出 ▼ 31億 7,040万円

　後期高齢者医療制度の保険料徴収などを行う会計です。
　主な収入は後期高齢者保険料が３億48万円、一般会
計からの繰入金が１億1,927万円となっていて、全体の
97.8% を占めています。
　支出は後期高齢者医療広域連合への納付金がほとんど
で、金額は４億 666万円です。また、人件費などを含む
総務費が、1,026万円となっています。
●対　象　4,379人（令和２年３月31日時点）
●１人当たりの広域連合納付金     107,011 円
●１人当たりの保険料負担額　 　 68,310 円

  収 入 ▼   ４億 2,928万円

  支 出 ▼   ４億 1,707万円

後期高齢者医療国民健康保険

令和元年度 決算 「まちの家計簿」

　水巻町、中間市、遠賀町、鞍手町を対象とした遠賀川下流流域
下水道事業の整備・運営や高松汚水中継ポンプ場の維持管理など
を行うための会計です。平成 29 年度から企業会計方式が採用さ
れ、３年目の決算を迎えました。

■資本的収支　収　入　７億 6,916万円
支　出　９億 1,292万円

■収益的収支（損益計算書）
その他  0.9%
696万円

減価償却費 43.4%
３億 3,395万円

流域下水道維持管理負担金  27.9%
２億1,422万円

企業債利息  14.1%
１億  871万円

維持管理費  13.7%
１億  513万円

収益的

支出
収益的

収入 

その他  1.8%
1,347万円

下水道使用料  43.4%
３億 2,805万円

一般会計補助金  36.1%
２億7,277万円

長期前受金戻入  18.7%
１億 4,148万円

公共下水道事業会計

収　入 ▼ 7 億 5,577万円

  収 入 ▼ 32億 4,766万円

支　出 ▼ 7 億 6,897万円

用 語 解 説

【資本的収支】
　将来の経営活動に備えて行う建設改良費や建設改良に係

る企業債償還金などの投資的な支出とその財源の収入
【収益的収支】
　地方公営企業の一事業年度における営業活動により発生

する収益とそれに対応する費用のこと。１年間でいくら
の利益がでたのかが分かる企業の通信簿

●減価償却費　下水道施設の資産を使用したことで価値が
減少した分を費用化したもの

●企業債利息　建設改良のため借り入れた企業債の利息
●維持管理費　管渠やポンプ場の維持管理費や人件費など
●一般会計補助金　下水道使用料で賄うべき経費を政策的

に一般会計が負担したもの
●長期前受金戻入　下水道施設を整備したときに受け取る

国からの補助金や受益者負担金を減価償却に応じて収益
化したもの

移住・定住 昨年度に引き続き、「水巻のでかにんにく」や
「ICOTTO! MIZUMAKI 」などのプロモ
ーション活動を実施しました。
水巻町に住むきっかけとなるよう、引き続
き、定住促進奨励制度や古家解体支援制
度を行っていきます。

・定住促進奨励制度� 1,360万円
・まちづくりシステム再構築支援� 1,000万円
・古家解体支援制度 � 841万円

都市基盤 ＪＲ水巻駅周辺を交通拠点としての機能充
実と安全性を高める事業に取り組んでい
ます。老朽化した道路や橋梁を適切に管
理するため、主要町道の舗装や橋梁の改
良工事や補修などを行うことで、安全確
保に努めました。　

・頃末南地区都市再生整備� ２億 6,149万円
・道路・橋梁の安全確保� １億 3,383万円
・二町営住宅外壁改修工事� １億    865万円

安全・安心 国や県を始めとする機関との通信機器の
更新を引き続き行い、災害対応が強化さ
れました。
また、町が発信する「気象情報」や「避難
情報」などを、固定電話やＦＡＸで受け取
れるようになりました。

・災害時通信環境の強化� 547万円
・備蓄食糧の購入� 171万円
・災害時職員時間外手当� 121万円

みんなに優しいまちづくり

災害食など、いざという時に備えて

地域協働・その他
自治会が地域のために活動しやすくなるよ
う、地域活動事業助成金を交付し、自治
会活動を支援しています。
約20 年に渡り続いた日蘭中学生交流事業
はオランダ側の申し入れにより令和元年度
をもって終了しました。

・地域活動事業支援� 2,398万円
・日蘭中学生交流事業� 298万円
・地区公民館改築支援� 285 万円

二町営住宅外壁改修工事

「水巻のでかにんにく」の収穫風景

最後の日蘭中学生交流事業
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